
観光料飲部会⻑報告
１．会議名 第１回観光料飲部会

２．日 時 2021年5月17日（月）14︓00〜15︓30

３．場 所 秋田商工会議所 7階 ホール80

４．出席者 部会員36名

５．懇談・意⾒交換
①緊急事態措置⼜はまん延防⽌等重点措置の影響緩和に係る⽀援⾦について
東北経済産業局産業部産業振興課 課⻑補佐 大沼 留美⼦ 氏

②秋田県飲食店緊急⽀援事業について
秋田県産業労働部産業政策課 課⻑ 今川 聡 氏

③秋田市新型コロナウイルス感染症対策飲食店⽀援⾦について
秋田市産業振興部商⼯貿易振興課 課⻑ 塚田 一洋 氏

④「旅して応援︕」あきた県⺠割キャンペーンについて
秋田県観光文化スポーツ部観光振興課 課⻑ 佐々木 一生 氏

⑤ＰＣＲ等検査中小企業⽀援事業について
秋田県産業労働部産業政策課 課⻑ 今川 聡 氏 １



① 一時支援金（5/31まで）・月次支援金（6月以降）

② 秋田県飲食店緊急支援金（8/31まで）

□秋田市⽀援⾦の交付決定を受けた⽅は、交付決定通知書を添付することにより
⼀部の申請書類を省略できる。また、秋田市⽀援⾦を申請していない⽅、交付
決定通知書を提出できない⽅でも申請は可能。

⽉次⽀援⾦の概要
■給付対象 ・緊急事態措置又はまん延防止等重点措置に伴う飲食店の休業・時短営業⼜は

外出自粛等の影響を受けている。
・2021年の月間売上が、2019年又は2020年同⽉⽐で50％以上減少している。

■給付額 2019年⼜は2020年の基準月の売上-2021年の対象月の売上
中小法人等 上限20万円/⽉・個人事業者等 上限10万円/⽉

□給付要件を満たさないおそれがある場合、保存書類の提出を求める等の調査を
⾏うことがあるため、提出・証拠書類は７年間の保存が必要となる。

□⽉次⽀援⾦は、1対象月（対象措置が実施された⽉）につき1回毎の申請・受給
を⾏うことができる。

■給付対象 ・県内に本店がある法人等、県内に住⺠登録を⾏っている個人事業主。
・主たる業種が飲食業で、保健所の飲食店等営業許可を有している。
・2020年12⽉〜2021年4⽉の1ヶ⽉の売上が前年又前々年の同⽉⽐50％以上

減少している。
■⽀援⾦額 1事業者あたり30万円 ※県内に複数店舗を有する場合は上限60万円
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□申請サポートセンターは5/29まで開設し、書類作成のみをサポートするため、
後日郵送又は電⼦申請での提出が必要となる。

□申請状況（4/17〜5/14）は、約600件の申請に対して5,300万円を⽀給済み。

③ 秋田市新型コロナウイルス感染症対策飲食店支援金(7/31まで)

④「旅して応援！」あきた県民割キャンペーン（12/31まで）

□コロナ感染状況の影響により、利⽤期限を5⽉31日(⽉)から12月31日(⾦)
［2022年1月1日(土)チェックアウト］まで延⻑する。

□4⽉からＪＲ連携の東北ＤＣがスタートしたが、⾸都圏等からの誘客に向けた
積極的なＰＲは現在控えている。今後、コロナの感染状況を⾒極めながら旅⾏
需要の喚起に努めたい。

■給付対象 ・市内に本店がある法人等、市内に住⺠登録を⾏っている個人事業主。
・主たる業種が飲食業で、保健所の飲食店等営業許可を有している。
・2021年1⽉〜4⽉の1ヶ⽉の売上が前年と⽐較して50％以上減少している。
※前年と⽐較することができない場合は前々年⽐

■⽀援⾦額 1事業者あたり10万円 ※市内に複数店舗を有する場合は上限20万円

■対 象 ・秋田県内在住者
・県内での宿泊代⾦、県内旅⾏商品（日帰り旅⾏含む）

■割引額 一人（一泊）当たり 最大5,000円 ※利⽤代⾦の50％を上限とする。
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□申請者は事業者であり従業員等の個人単位での申請はできない。
□⾏政検査や医療保険の適⽤が受けられる検査、⾃ら検査キットを購⼊して検査を
受けた場合は補助対象外となる。

⑤ ＰＣＲ等検査中小企業支援事業費補助金

■意見交換

□秋田県は緊急事態措置・まん延防止等重点措置の対象外地域だが、風評被害など
で経営に苦しむ事業者が多い。対象外地域に対しても国の⽀援をお願いしたい。

【松村部会⻑】
□予定される県独⾃のコロナ対策飲⾷店認証制度について、認証に向けて今後必要
となる経費等に対する幅広い⽀援と迅速な情報公開をお願いしたい。

【鈴木副部会⻑】
⇒該当する⽀援事業は積極的に申請・利⽤いただき、認証制度は検討後速やかに
内容を示したい。【今川課⻑】

■対 象 県内に本店⼜は事業所を有する中小企業者等
■対象検査 ・県外出張等から帰県した従業員等が、帰県後5日目以降に受けた検査

・新型コロナウイルス感染症を疑う症状のない従業員等が受けた検査
・自費による検査（⾏政検査や医療保険適⽤検査は対象外）
・⾃費検査可能な県内医療機関で、4月16日以降に受けた検査

■補助率 検査費⽤の1/2以内 ※1検査（検体）1万円・1事業者20検査（検体）を限度とする。
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